


Ⅲ.申請事業

入力数 292 字

入力数 111 字
Ⅳ.実行団体の募集

Ⅴ.事業実施体制

Ⅵ.関連する主な実績

②-1その他、助成金等の分配の実績

(1)申請事業の概要
テーマを「感染症禍・自然災害で進んだ社会的孤立解消」とし、外国人や外国にルーツをもつ、或いは、既に社会的孤立に追い込まれている（養護学校出身者・フリースクール通学者やその予備
軍）、子ども若者の孤立減少、最終的な孤立解消の基礎をつくることを目指す。対象地域は、筑紫平野を中心とする筑後川関係地域。具体的には、食糧供給・居場所提供・オンライン授業の提供な
どでこれら子ども若者の支援を行う実行団体を5~7団体選定する。また、非資金的支援は、当財団の2PO及び事務局長・ICT担当理事が、JICA海外青年協力隊員OB/OGやCO研修を受けた民間公益
活動者から募った委託調査員とともに実施する。

(2)活動(資金支援)（実行団体の活動想定） 時期
1)外国人や外国にルーツをもつ子ども若者の家庭に食糧や必要品を届ける。生鮮食料品等の現金が必要な物品の購入とボランティアへの必要経費。 2021年9月～2022年7月

2)本事業対象者の居場所づくりを行う。このための必要経費を支払う。 2021年9月～2022年7月

3)困難を抱える子ども若者がフリースクール等のオンライン授業に参加できるような機器の整備を行う。 2021年9月～2022年7月

4)昨年7月の九州豪雨で被災した子ども若者支援を行う団体の施設の再建・整備の支援。 2021年9月～2022年7月

(3)活動（資金分配団体による伴走支援） 時期
１）～５）：2021年9月～2022年7月

６）2021年8月~9月及び2022年7月~8月

(4)今回の事業実行を通じた目標 実施・到達状況の目安とする指標 把握方法 目標値/目標状態 目標達成時期

１）現時点での実行団体の不足を補う。
２）支援終了後も実行団体の活動が継続できるような基
礎を築く。
３）実行団体の活動に更なる支援が必要と考えられる場
合、新たな支援を計画する。

１）経理上の数字
２）計画書策定の有無、支援者数、
ネットワーク構築状況等

１）実行団体の事業に関する経理の
定期的な確認。
２）定期的な面談を通じた話し合い
と現場確認

１）実行団体の活動が1年間継続して
行える。
２）実行団体の活動が支援終了後も継
続するような基盤ができている。

１）、２）とも2022
年7月

(5)事業実施後（1年後）以降に目標とする状態
食糧支援の活動が継続的に行われ、居場所づくりが本格化し、オンライン授業が実行団体のツールとして定着している。また、再建・整備された施設が、継続的に利用されている。更に恒常的に対
象者を支援できる中期計画概要がつくられている。

(1)採択予定実行団体数 5～7 (2)１実行団体当たり助成金額 200万円～300万円

本申請事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している(予定も含
む）

有 無
有の場合
その詳細

本申請事業について、国又は地方公共団体から補助金又は貸付金（ふるさと納税を財源とする資金提供を含
む）を受けていない。

無 ※有の場合、選定の対象外となります（公募要領：助成方針参照）

(3)申請数確保に向けた工
夫

１）福岡県フリースクール協会他、申請候補となる団体が加盟しているネットワーク組織に対し、公募広報を行い、推薦してもらう。
２）当財団が既に助成したり、助成公募に応募した団体(合わせて19団体）及び通常枠公募申請が不採択であった団体に申請を促す。
３）当財団が知る団体に声をかける。

(4)予定する審査方法
 (審査スケジュール、審査
構成、留意点等）

審査スケジュール：2021年7月下旬～8月中旬公募、同年8月下旬審査委員の審査、引き続く内部決裁、同年9月採択実行団体発表。
審査員構成：子ども若者分野の行政経験者、ジャーナリスト、学術経験者、災害・子ども若者支援実践者、民間公益活動分野の専門家
留意点：審査委員は、当財団が通常枠実行団体採択審査を依頼した方々を基本に委員の都合に合わせ、入れ替えも検討予定。

(1)メンバー構成と各メンバーの役割
総括：宮原理事長-総括補佐（含委託調査者監督）： ・本田ICT担当理事-伴走支援実施：庄田PO＝2団体、理事長及び事務局長（直接各1（6実
行団体以上採択される場合）、委託調査員3）。資金的支援（助成実務）：事務局長及び 、経理：坂井副理事長、 。 、本田が入ること
により、庄田の負担が減り、通常枠の伴走支援実施への影響が大きく低減される。

(2)他団体との連携体制
全国コミュニティ財団協会（全CF協）ブロック会議、佐賀未来創造基金（理事長、専務理事は、当財団顧問）、（一社）社会起業家創出支援ネットワーク九
州・アジア（SINKa）との情報交換。NPO法人ワンストップリーガルネット久留米との連携。NPO法人COCO CHANGEはCO研修修了者へのPO応募呼びか
け、福岡フリースクールフレンドシップ協会は実行団体応募呼びかけで協力予定。

(3)想定されるリスクと管理体制

本年初、当財団理事数は6名から3名に減少した。また理事兼任の事務局長も辞任した為、事務局長職も空席となった。これに対し、庄田POの理事就任（2
月）、 氏の事務局長就任（4月：10月改選時期に理事就任予定）により、執行体制を固めるとともに、毎月の理事会及び週例会開催並びにSNSチャット
昨日導入により情報共有の徹底と全員参加型の迅速な審議決定を図り、現在その成果が出始めている。また監事は、理事会及びSNSチャット並びに課題別審
議への参加を通じ、財団事業すべてを把握し、不審な点があればすぐに聞き出す体制が出来上がった。非営利組織評価センターの評価認証を11月初めに受け
るが、事前打合せで、ビジョン・目的についての理事職員間の共有及び労務管理の徹底が指摘されたので、前者については毎週例会で理事長よりの挨拶で言
及するとともに、労務管理の整備に努めている。

1)団体活動をフォロー記録し、報告書等をつくって広く広報する。
2)居場所づくり等が進むように、同様な活動を行っている団体との連携を促す。
3)団体の財政基盤強化の為の措置を提案し、先方の考えを踏まえながら、活動が持続可能となるようにする。
4)豪雨災害からの施設再建・再整備につき、被害とこれまでの対応につき聴取し、今後の防災その他の計画づくりを行う。
5)それぞれの団体の支援者増につき、話し合い、計画を立て実施できるようにする。
6)評価計画策定につき支援する。また、事後評価も行う。

本申請事業以外の事業について、コロナウイルス感染症に係る助成金や寄付等を受け助成金等を分配している
(予定も含む）

有 無
有の場合
その詳細

(1)休眠預金以外の助成・補助金活用の有無
①コロナウイルス感染症に係る事業



(2)申請事業に関連する調査研究、連携、マッチング、伴走支援の実績、事業事例等の実績
・2020年6月、北部九州における困難を抱える子ども若者の現状につき、当財団と東京大学社会科学研究所中村寛樹研究室とでレポートを作成。これを基に休眠預金等活用事業資金分配団体（通常
枠）に申請。
・実行団体公募（通常枠）を行う中で、COVID-19禍の影響を受けた団体等が現れ、同影響の状況につき知ることができた。当財団の子ども若者応援助成事業の助成先への訪問等で、これらの団体
がCOVID-19禍でどのような影響を受けたか知ることができた。
・SINKaとの間では、COVID-19禍の影響を受けた福岡県の子ども若者支援の団体の状況と対応策について意見交換をし、今後も連携協力を行う約束をしている。NPO法人COCO CHANGE及び福
岡フリースクール・フレンドシップ協会とも連携できる。
・当財団POである宮原はベトナムとアフガニスタン、庄田はマラウィにおいて伴走支援をしてきたことが、通常枠の伴走支援を行う中で明確になった。通常枠事業は、本年4月から2実行団体への
伴走支援を始めたが、5月末現在、実行団体1に対しては、関連団体の緊急枠実行団体申請の支援及び評価アドバイザーの紹介、実行団体2に対しては、養護施設卒業生対応の団体との連携及び在所
の農村開発の為のトヨタ財団助成申請などを行っている。

2020年7月 当財団子ども若者応援助成事業で13団体を採択し、約525万円を助成。また、佐賀未来創造基金に120万円を寄託し、佐賀県において同応援助成事業と同様な支援を実施。
2020年10月 休眠預金等活用事業資金分配団体（通常枠）に採択、公募・審査を経て2月に2実行団体が選定され、3月20日事前評価ワークショップ開催後、2団体と資金提供契約を締結し、4月よ
り資金的・非資金的支援を開始した。

   ②-2前年度に助成した団体数    ②-3前年度の助成総額




